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はじめに
わが国には、かつて国営自動車事業というものが存在した。これは、鉄道省が昭和５年（１９３０）に省営自動車と
して開業した路線バスとトラックによる貨客の運送事業で、両大戦間期に沖縄を除く全国に展開した。鉄道省は戦
時中に運輸通信省となり、さらに運輸省となったが、この事業は一貫して国有鉄道当局によって経営され、のちに
国鉄自動車に引き継がれて昭和６２年（１９８７）の国鉄解体までその命脈を保った。現在は、一部が「JR バス」の路
線になっている。
昭和２４年（１９４９）の日本国有鉄道発足まで、鉄道当局は、自動車事業全般の監督権を掌握しており、一方で自動
車事業を監督しながら、他方で自らそれを経営しているという状況であったため、圧倒的に官に有利な状態が生み
出され、民間の自動車事業者（バス、トラック業者）との間に対立が起こっていた。戦後復興期、占領下の混乱の
中で、この対立は激化した。それは当事者をして「省営自動車史上最大最悪の危機」と言わしめるものだった。結
て かせあしかせ
局、国営自動車側がバス・トラック双方で「手枷足枷」をはめられるかたちで決着し、事業は公共企業体日本国有
鉄道に継承される。この間にどのような事情が存在したのか、とくに新潟県下の事例を参照しつつ明らかにする。
第一章 国営自動車事業の戦中・戦後の推移
○国営自動車の沿革と性格
国営自動車事業とは、どのような事業であったのか。概要をみてみたいi。国営自動車は昭和５年１２月、岡崎・
多治見間とその支線、延長６５．８km が開通したのを嚆矢とする。５年後には路線延長は１，７６５km に、戦後昭和２２年
には４，９２３km の路線を全国に展開していた。基本的に貨客双方を扱ったが、戦時中の一時期を除いて旅客（バス）
が主であり、貨物（トラック）や小荷物の扱いは従であった。
すべての路線は、既設の国有鉄道線または大正１１年（１９２２）に制定された鉄道敷設法改正法律の予定線と関係を
もっていた。したがって基本的には鉄道の駅を拠点とし、鉄道のないところには省営自動車はなかった。そして、
路線開設の「四原則」として、①鉄道敷設法予定線の先行または代行 ②鉄道線同士の短絡 ③鉄道線の培養 ④
鉄道線の補助 が定められた。これはすなわち、省営自動車はあくまでも、本業たる鉄道事業の延長上にある、と
いう建前で、民間事業者の反発を牽制する対外的な公式見解であった。
しかし、その後の省営自動車事業の展開はこの通りではなく、鉄道の補助的存在から徐々に脱し、独自の発展を
遂げ独自の地位を確立していった。青森県十和田湖周辺や、千葉県南房総方面の観光開発、群馬県草津温泉や栃木
県塩原温泉などへの積極的な路線展開はその好例である。当局は、のちに「四原則」に「重要観光路線」を加えて
いる。
省営自動車路線の計画は、鉄道線と同様に「鉄道会議」という公的な審議会で検討されており、国政レベルでの
諸事情を勘案しながら、鉄道とバスを一体のものとして全国公共交通網構築を図ったものとみることができる。開
業にあたっては、ほとんどの場合、道路の改修を必要としたが、地方行政と一体になって取り組み、地方の道路整
i 拙稿「戦間期における省営自動車事業の成立と鉄道政策の転換」『社会経済史学会第７０回全国大会報告要旨』、社会経済史
学会、２００１
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備に資するところがあったii。また、貨客双方を取り扱い、手小荷物扱いなども実施、鉄道との通し運賃制度を採
用するなど、鉄道と同等のサービス、鉄道との一体性を重視していた。その一方で山間僻地や、地形の険しいとこ
ろに路線を開設して自動車の機動力を発揮した。
我が国は、鉄道技術が比較的早くから自立し発達したが、自動車の技術は遅れていた。省営自動車開業にあたっ
ては、鉄道の技術者と車両メーカー合同で技術開発をすすめ、当時としては「大型」の国産車両を独自に開発して
営業路線に投入した。その後も最新の技術・設備を導入していた。また、賃率や、道路・駅・車両規格など全国ほ
ぼ同一の基準でサービスを展開し、相対的低運賃、頻発ダイヤ、定時制の確保、円滑な鉄道連絡などサービス全般
の優位性で民間を圧倒し、既存の民間事業者には補償金を出してこれを駆逐、路線網をひろげていった。このこと
は、当然民間との軋轢を生じ、初代自動車課長「（省営自動車の）苦節十五年史は補償に始り、補償に終つて居る」
と述懐しているiii。
ここでは、国営自動車事業の戦中から戦後にかけての、全国的な動向について概観する。
○組織の変遷
国営自動車の経営体は鉄道当局だったが、戦中から戦後にかけて組織が大きく変わった。また、開業以来、なが
らく省営自動車と称されていたが、戦後に国営自動車と改称された。その経緯は次のとおりである。
昭和１８．１１．１． 鉄道省・逓信省を廃し運輸通信省設置 鉄道総局、省営自動車を管掌
昭和２０．５．１９． 運輸通信省を改組し運輸省設置 鉄道総局、省営自動車を管掌
昭和２１．２．１． 省営自動車を国営自動車と改称
昭和２３．７．１０． 国営自動車部門と監督部門を分離 鉄道総局に国営自動車局設置
昭和２４．４．１． 全国の自動車区で独立採算制を試行
昭和２４．６．１． 公共企業体日本国有鉄道発足 国営自動車を国鉄自動車と改称
○戦時の省営自動車
周知のように、昭和６年（１９３１）の満州事変以来、我が国は長い戦争状態に突入し、昭和１３年には国家総動員法
が公布されて国民生活は戦時一色に染まっていた。昭和１６年米英との開戦が不可避の状況になると８月には「昭和
１６年度交通動員実施計画綱領」が策定され、「交通動員」が具体化され、すべての交通は戦争目的完遂のために動
員されることになった。
開戦後の昭和１７年１０月には「戦時陸運非常体制」が閣議決定された。これは軍需民需輸送活発化、海上輸送の陸
上転移をすすめ輸送力総動員・輸送物資の統制を強行、さらに石油から薪炭へ代用燃料化をすすめるという内容
だった。
省営自動車については、路線選定方針が変更され、旅客輸送の抑制（不要不急路線・観光路線休止）と貨物輸送
の重点化が決まった。貨物については、国策輸送重点方針への移行することになり、次の３つの施策が実施された。
１ 幹線輸送力整備のため、近距離貨物輸送、大都市の中継輸送・端末輸送、閑散線区の鉄道代行輸送を省営自
動車により重点的に実施することになった。これは、鉄道輸送よりも効率的だからである。
２ 鉱石、薪炭、原木輸送に特化した原産地輸送路線１９線８０９km があらたに開設され、省営貨物自動車による
山元の滞貨一掃をはかったiv。
３ 休止、撤去鉄道線の代行輸送や軍需工場の作業員輸送のため特殊路線が開設された。千葉県の成田鉄道を引
き継いだ成田・八街間の路線や、広島県の呉・広地区の路線がこれである。
ii 拙稿「両大戦間期における鉄道省営自動車の“本格的経営”と時局匡救事業」『両大戦間期交通・運輸史に関する総合的
研究－都市交通と物流－』（平成１５年度～平成１７年度科学研究費補助金 基盤研究 B－１ 研究成果報告書、【課題番号
５３３００７１】）２００６
iii 菅健次郎『自動車を語る』第二輯、昭和２４年、自動車交通弘報社
iv 拙稿「省営自動車の戦時動員輸送－原産地輸送路線の開設を中心に－」鉄道史学会『鉄道史学』２１、２００３
なお本稿は、この小文の続編である。
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この後、敗色が濃くなってきた昭和１９年２月には「決戦非常措置要項」が発表され、さらに厳しい旅客輸送制限
が行われるに至った。
戦時中は、運転や整備にかかる要員は応召され、新車は補充されず、車両は酷使のため損耗が激しく、部品や燃
料、油の供給難が続いて休車が激増していた。経営は急速に悪化して、営業係数は、昭和１５年度の１１７が、１９年度
には１８９、２０年度には３００、２１年度には４３１となって、まさに破局的状態に陥っていた。
１．復興輸送へ－昭和２０年度下半期方針
昭和２０年８月１５日、我が国はポツダム宣言を受諾して終戦を迎えた。本土決戦こそ避けられたものの、東京、名
古屋、大阪をはじめ全国主要都市が激しい空襲にさらされて焼け野原となり、多数の人命が失われ、産業基盤は壊
滅状況にあった。終戦直後の国営自動車の状況を、戦後第一回目の「鉄道会議」では次のように報告しているv。
国営自動車は戦争中他の総ての事業と同様、資材、労務の両面に制約を受け、又民間業者の輸送力の減退が逐次著しくな
つて来たので、重要物資輸送の為、原産地路線を開設して鉱石、木材等の貨物輸送に専念したため、旅客輸送は極度に圧
縮するの已むなきに至った。戦争中開設した原産地路線は１９路線８０９キロであつて、旅客路線の休止は、一部休止のもの
を含んで２６箇所、３３１キロに及んだ。
戦後原産地路線は民生安定物資の輸送に転換し、旅客路線は極力復活を企画して、今日迄に１４箇所、２３６キロを復活した。
然し車輌の状態についていふと、旅客車総数６６６輌中可働車３８５輌、貨物車１，４５０輌中可働車９５０輌といふ状態で、休車率は
３５乃至４０％となり、車輌状態は戦前に比べ著しく低下して居る。
当局は戦後いち早く、復興のための施策を講じ、昭和２０年９月２３日の通達で省営自動車について、下記の方針を
明らかにした。
① 貨物輸送重点の態勢から客貨両立の輸送態勢に転換をはかる。
② 戦時中の旅客抑制策の緩和に努める。
③ 貨物輸送は復旧・復興資材および食糧・薪炭等国民生活確保物資の輸送に重点をおく。
④ 原産地路線運営についてはこれを再検討し・情勢に応じその運営範囲を拡張し一般路線化をはかり，あるい
は一部路線の休廃止を行なう
また、先述の鉄道会議（昭和２１年７月）では、「今後は資材、燃料の都合つき次第逐次休止を復活すると共に、
旅客貨物の輸送を併立させる方針で進んで居る」と報告され、新設路線について「全国から新な要望も相当熾烈な
ものであるから鉄道の代行として重要なもののうちから厳選」したとして一般路線４線と、北海道の開拓路線５線
の新規開設が検討されている。
２．特設機動隊の運営を開始
前記③の方針を具体化して昭和２１年４月全国３５か所に機動自動車区を設置して特設機動隊の運営を開始した。運
輸省告示は下記のとおりであるvi。
運輸省告示第９５号 昭和２１年３月２７日
昭和２１年４月１５日より左の自動車区に於て食糧、薪炭復興資材其の他民生安定に必要なる重要物資にして鉄道局長の承認
したる貨物に限り省営自動車路線外に於る自動車に依る運送の取扱を為す 但し鉄道との通し運送を為さず
名称・所在地（引用者註・所在地は略）
東京、渋川、八日市場、棚倉、名古屋、岐阜、近江今津、大野、森本、茅野、大阪、加茂、尾鷲、生山、横川、岩国、
高松、鍛冶屋原、伊予大州、窪川、小倉、宇土、宮崎、加治木、嬉野、三条、岩村田、象潟、鶴岡、仙台、青森、沼宮
v 第一回鉄道会議配布資料 昭和２１．７．２５．（東京大学経済学部図書館所蔵）
vi 官報
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内、田島、札幌
これは、民間で運ぶことを好まないもの、辺地あるいは運賃負担力の小さいものの輸送にあたろうとするもので、
民間事業者が営利追求のため国民経済復旧輸送を回避しがちである傾向や、闇運賃を是正する意図を持っていた。
しかし民間の側も燃料・資材が乏しい中で不当に安い認可運賃で輸送・経営両面で困難な状況下で業務を続けてい
た。
３．米軍払い下げ車両の譲受
戦災生き残りの数少ない、また整備も不十分なトラックでは逼迫する輸送需要に応えられなかったが、米軍が大
量に持ち込んだ車両の払い下げを受けられることになって事態は好転した。
昭和２１年８月６日、「払下げ車両処理要綱」が閣議決定され、払い下げ車両の用途と、国営による運営とする方
針が決まったvii。
払下げ車両処理要綱（要旨） 昭和２１．８．６（閣議決定）
１ 方針
 進駐軍関係緊急輸送，食糧輸送，都市復興資材輸送，重要産業増産輸送，交通復興輸送及び大都市通勤輸送の用に
充てる。
 右輸送に関し車両運用及び保管の適正並に責任の所在を明確にし，米国の好意に応え，日本経済戦後の復興輸送確
保の責任の所在を明確ならしめるため，運輸省に於て一元的に運営及び管理をなすものとする
イ 一部は既設自動車路線に充当して前記輸送の増強をはかる。
ロ その他は特別輸送班を作って，前記の輸送を重点約に行うために使用する。
 右の車両運営に伴って，運輸省の関係機構を強化する。
これに対し、民間業者側は、民間事業者へも払い下げるよう運動を展開し、同年１１月の「輸入貨物自動車運営要
領」では、「資力信用充分にして優良」な民間事業者へも払い下げることが明記された。
輸入貨物自動車運営要領（要旨） 昭和２１．１１．６．
１ 官庁用，公共団体用として配分せられるもの以外は全部運輸省で引受け，その責任の下に重要物資の輸送に使用する。
２ 運輸省引受けの自動車は之を次のように使用する．
 運輸省に於て直営するもの
イ 既設の路線輸送力増強の為に路線に配置して使用する。
ロ 大都市発着の鉄道小口扱貨物の速達と貨車の緩和のため貨車代行に充当する。
ハ 重要物資輸送の必要ある箇所に新に貨物自動車運送事業を開設して使用する。
 資力信用充分にして優良な民間事業者を選定して之に運営を委託する。
結局、米軍払い下げ車両は、国営自動車に１，７４９台、民間に７，０８８台（うち４，０７４台はトレーラー）が運輸省から
貸し渡された。
４．区間貨物営業の開始
昭和２２年１２月には、払い下げ車両を含む陣営で、全国４８か所に自動車区を設置して、限定的な「区間貨物」の運
輸営業を開始した。この「区間貨物」は、これまでの国営自動車路線の貨物の扱いとは異なり、運賃は民間の貨物
運送事業者に対する認可運賃を適用するものとした。
vii 日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』第１１巻
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この背景には、連合軍 GHQ の指示による緊急物資の輸送力増強の閣議決定があったが、地元民間業者との軋轢
を避けるために、民間と同一の運賃制度を採ったものと思われる。
昭和２２年１０月、当局は『国営自動車の現状』という小冊子を発行して、現状と展望について公式見解を発表したviii。
今後の方針については、①新規計画の再検討と既設線の整備 ②修繕体制の確立 ③輸送力の増強 ④営業収支の
改善 ⑤サービスの向上 という五つの柱が立てられ、本格的な復興と改革へ向けてなみなみならぬ意欲をみせて
いる。
国営自動車「今後の考え方」
一、新規計画の再検討と既設線の整備
現在の資材予算の不足に対応して新規路線の選定に当つては国営の目的に合致するものゝうち緊要なものゝみに限定
すると共に採算を充分考慮に入れる。
既設路線中のいわゆる機動運営で必要のなくなつたものは廃止しその他は順次区間運営の形式に改め全体として既設
路線の充実整備に重点を置いて行く。
二、修繕体制の確立
現在の国営自動車の輸送力の不足、営業収支の不均衡等の原因の一部が車両修繕の点にあるのに鑑みて、まず修理施
設の充実（部外工場の利用を含む）と計画検査制度の確立をはかる。
差当りの推進策として車両整備運動、タイヤ愛護運動等を実施し、車両可動率の向上を期している。
なお道路の良否が車両の維持修繕に非常に大きな影響のあることは衆知の事実であつて道路の保守改良は国として積
極的に考慮するべきものと考える。
三、輸送力の増強
輸送力増強のためには先ず車両の増備を図ることが必要であるが差当りの方策としては、前述の通り修繕体制の整備
を図ると共に老朽車の整理を促進し、一方車両運用の合理化によつて車両の走行キロや輸送効率の向上を図りたい。又
燃料事情の許す限り代燃車の新製を抑制すると共に動力のデイゼル化あるいは電気化も考えたい。
四、営業収支の改善
営業収支の改善の第一は経費の節約である。赤字の原因として述べた修繕費と燃料費の割高をなくするためのあらゆ
る手段を講ずることがその第一歩である。収支改善方法の第二は前項三に述べた輸送力の増強による収入の増加であ
る。
第三の方法は運賃制度改正による単位収入の増加であり、特に貨物運賃については自動車に適合した合理的な運賃制
度を至急研究し収支の改善に努めたい。
五、サービスの向上
右のような諸方策特に輸送力の増強の外従事員の教養、技量の向上と運転事故の防止とをサービス向上の具体策とし
て取り上げたい。国営自動車のサービスを一日も早く昔日に立ち戻らせることがわれわれの心から念願するところであ
る。
第二章 民間自動車事業者の国営反対運動
前章でみてきたように、国営自動車は戦後いち早く復興へ向けて動きだし、GHQ の意向も受けて、貨客の輸送
改善に取り組み、各地に進出して輸送規模を拡大した。いっぽう民間事業者も、戦争の痛手から徐々に立ち直って、
営業を再開したが、まだ物資は十分でなく、資材や燃料の工面に苦慮する状態だった。体質が弱まっているところ
に国営自動車の攻勢をかけられた民間事業者は、当然のことながら、つよく反発した。
viii 運輸省『国営自動車の現状』昭和２２．１０．（北海道立図書館蔵）
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１．乗合自動車事業者の国営反対運動
 日本乗合自動車協会の反対運動
戦後、アメリカ流の「民主主義」による、それまでの日本の「軍国主義」の否定は、さまざまな価値観を変化さ
せた。また、戦時の計画経済は破綻しアメリカ流の自由経済政策が浸透した。戦争目的完遂のため大同団結し、融
和的だった業界内ではふたたび資本主義的な激しい競争を展開するようになっていた。貨客の輸送をめぐっては、
輸送分野、サービス面で業者間の対立や官民対立が激化していた。戦前までの「一路線一営業主義」により、収益
が期待できる路線に参入できないシステムにも批判が集中した。さらに、鉄道当局による拡張主義に対しては「民
業圧迫」の声がたかまり、これが燎原の火のごとく広まって、ついには国営自動車を民間に払い下げるべきだとい
う世論に発展した。そもそも、当時の国営自動車は赤字であり、国家財政建て直しの見地からも、これを払い下げ
るべきだという声は少なくなかった。
昭和２１年５月１７日、民間バス事業者で構成される日本乗合自動車協会は、「第１回省営バスに関する業者大会」
を開催して「省営バス反対決議」を採択し、昭和２２年３月１０日の第５回省営バスに関する業者大会では、「省営バ
ス反対決議」を運輸大臣に提出するデモンストレーションを行った。
こういった動きに対し、当時国営自動車局長だった津田弘孝は次のように述べているix。
今や国営自動車の払下げは時の問題として漸く世人注視の焦点となってきた感がある。払下げが云々されるその論議の
由って来る処は二つあるやうに思われる。
一つはかねて民主自由党が唱道していた国営企業の民営化と云ういはばイデオロギッシュの面あり、ほかの一つは国家財
政の均衡を保せんがために国家もまた「たけのこ」生活として、官有財産の払下げをなさんとする経済的財政的面である。
（中略）今日の赤字は必ずしもこういった公共性に基くもののみとは言いがたい。世に言われる官庁的な経営と積せられ
る経営の非能率、不合理に基因する部分が相当あるものと率直に認めざるを得ない。
（中略）払下げ希望者は関係の運輸業者が多く―関係業者が夫々附近の路線の譲渡を希望し―しかも採算の取れる線に関
してのみ問題にしている状態である。我々は採算の合う路線としからざる線区とを綜合的に一体として経営することによ
り損益相補うて運営をしているのであって、論者の云う如く採算線区のみを取り上げられて、その食い残し、食いちらか
されたお余りの肴の骨のみをもって国営自動車を経営してゆけと云われても到底堪えられるところではない。
この、論議に決着をつけたのは連合軍 C.T.S.（民間運輸局）であった。昭和２３年１１月３０日 C.T.S. 道路都市交通
部長イー・エフ・パウエルは、覚書を交付、国営自動車の拡張・新設「一切停止」を勧告した。これを受け運輸省
も、「酌量すべき事情又は緊急状態のある時」以外、新線は免許されないと通達を発したx。
この覚書、通達により、国営自動車の拡張計画は頓挫することになるのである。
C.T.S 勧告に伴う運輸省の通達
連合国軍最高司令部民間運輸局の勧告による省営自動車拡充計画停止に伴う民営バス業者の指導について連合国軍最高
司令部民間運輸局より企業の民主化及び国家予算低減の趣旨に基いて、別紙のような省営自動車拡充計画停止の勧告が
あった。
 民間のバス及びトラック会社を代表して当司令部民間運輸局に対し書面又は口頭を以てその企業の国営化は反対なる
旨の陳情をする人々が最近数ヶ月の間に著しく増加してきた。その度毎に当運輸局は運輸省に対して、その陳情の内容
を調査してその結果を報告し且つ、省としてその陳情をいかに取扱うかの方針を示すことを要求したのである。かく調
査した結果は何れの場合においても最後には関係自動車会社の役員並に貴省の役員、全国及び地方の乗旅連及び貨連と
の会議が開かれ、その陳情に対して満足すべき解決が与えられたのであった。
 実際においてどの場合にあっても細末の事項は別として問題の総体的傾向は常に同一であった。即ち民間の業者は
ix 津田弘孝「国営自動車の払い下げ問題」運輸社『運輸』３０－５（S２４．５．）所収
x 日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』第１１巻
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サービスが悪いという非難を受け、これに対して一般民衆の間からそれを国営化して欲しいという要望が出ているこ
と、そして政府としては該業者と直接競争に入ろうと企画しているか或は、実質上既に民間業者と競争していること、
然して民間バス又はトラック業者は国営反対の陳情をしていることである。かかる不健全なる情勢はいつまでも放置し
ておくべきではないのである。
 当 C.T.S の意向としては民営バス、トラックに対する国営の競争という由々しきこの問題を再検討し分析して最高司
令官の経済に対する基本的方針に従って問題を解決しょうと思っている。而してこの問題の再検討はすでに始められた。
 よって本問題の徹底的解決を見るまでは運輸省としては、既設の国営バス又はトラック業務を拡張し、又は国営自動
車の線を新設する計画は一切停止することが望ましい。但し今後当 C.T.S によって特定の線が認可された場合この限り
ではない。
民間運輸局道路都市交通部長
イー・エフ・パウエル
運輸省通達
新規国営バス及び国営トラックの拡張又は免許について
標記の件については、１９４８・１・２３付 C.T.S から暫定的指示があったが，今回１９４８・１１・３０付を以て正式に覚書が交付
され、新規国営バス及び国営トラックの拡張又は免許は、酌量すべき事情又は緊急状態のある時のみ C.T.S により許可さ
れる旨通告があった。依って、国営バス及びトラックの運輸開始につき主務大臣に協議する際は、予め C.T.S 及び当局の
事前了解を得られたく、その後中央道路運送委員会に諮問することと致したいので右連絡する。
 佐渡島における官民攻防
１ 改正鉄道敷設法と戦前の省営自動車誘致運動
新潟県佐渡島は、沖縄本島に次いで第二位の面積（北方領土を除く）をもつ島だが、鉄道と無縁である。淡路島
や沖縄本島には鉄道が一時期あったが、佐渡には一貫して鉄道がない。大正１１年（１９２２）に国有鉄道の路線計画を
定めた鉄道敷設法が大幅に改正され、全国１４９路線、総延長６，３５０マイルに及ぶ鉄道網が「予定線」となった。この
なか（第１条５６項）に佐渡島の「夷より河原田を経て相川に到る鉄道」が入った。島嶼では、淡路島とここだけで
ある。改正鉄道敷設法は、立憲政友会政権の「積極政策」の下に成立したもので、地勢的に到底実現不可能と思わ
れる路線や、全く収益性の見込めない路線も多く含んでいたことで知られる。しかし、佐渡島にも国有鉄道が敷か
れる、と島民や関係者は色めき立ったのである。
予定線の着工順序については、鉄道会議の諮詢を経て帝国議会で審議されることになっていたが、昭和初期の不
況以降、地域的な路線については鉄道誘致を断念し、省営自動車誘致へ方針を転ずるところが続出した。省営自動
車路線として開業後、鉄道を敷設するという期待も残されていたからである。佐渡島においても昭和１０年代はじめ
に、省営自動車誘致の運動が起こった。昭和１１年７月には鉄道省視察団が来佐している。しかし、これは経営基盤
が脆弱だった佐渡乗合自動車が、県内最大手の新潟合同自動車へ合併することになって自然消滅した。これを新潟
交通社史では「第一次省営バス問題」とよんでいる。
２ 戦後の国営自動車誘致運動とその顛末
終戦後に勃発したのが「第二次省営バス問題」である。昭和２１年３月に「佐渡省営自動車促進連盟」が結成され
たのを契機として、政治家をまきこんだ賛成反対両派の攻防があり、公聴会が開かれるなどしたが、２３年３月に、
運輸省が国営自動車運行は不可とする最終見解を発表して終結した。巻末に、この間の『新潟日報』の関係記事を
掲げたが、一連の動きを整理すると下記の通りである。
○佐渡島の国営バス誘致をめぐる動向
昭２１．３． 全島で国営バス路線営業導入の運動「佐渡省営自動車促進連盟」結成
xi 新潟交通『新潟交通２０年史』１９６６
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佐渡支庁長、県議会議員、町村長会長等連名の要望書を関係省庁に提出
各町村会も要望書を議決する
昭２１．８．２９． 佐渡町村長会の省営バス実現運動に新潟交通労組佐渡支部が反対闘争
昭２１．８．～９． 運輸省、新潟鉄道局実地調査
昭２１．１２．９． 帝国議会議員北吉ら賛成派が平塚運輸相と協議
鉄道会議で新潟交通施設買収案を検討
昭２１．１２．１４． 運輸相と懇談し帰郷の中野新潟交通社長「省営は本決まりでない」と言明
昭２２．６． 賛成派首脳の北吉 公職追放
昭２２．９． 島内４カ所で国営バスに関する説明会開催
昭２２．１０．１９． 運輸省主催「省営バス問題に関する公聴会」河原田小（現・佐和田町）にて開催
昭２３．３．２３． 「佐渡のバス、省営は無理」と運輸省から新潟鉄道局に通知
運輸省最終見解「国営自動車の施設を急速に整備することは望み得ない。新潟交通の業務改善につい
てその実をあげ得るよう努力せしめる」
特筆すべきは、守勢に立たされた新潟交通が、路線用バスを増車（昭和２１年１５両から２３年３２両）し、運行回数を
５割増加、設備を改善するなど精一杯の企業努力をして「省営化」の流れを押しとどめている点である。社長の中
野は、繰り返し持論を冊子にして配布するなどして世論に訴えている。
また、昭和２１年１２月には、いったん「省営に決まる」という、「誤報」が流れていることも、ときの情勢がいか
に流動的だったか伝わってきて興味深い。
いずれにしても、佐渡には結局省営自動車も鉄道も設けられることがなく、今日にいたっている。
２．貨物自動車事業者の国営反対運動
 全貨連の反対運動と「志鎌・吉松協定」
省営自動車事業のなかで、貨物輸送は全体として輸送量は小さく、決められた路線以外では営業をすることがな
かったから、それまでは直接民間の貨物運送業者と対立することはなかった。しかし、戦時中の原産地輸送にはじ
まる、路線の拡大は民間の貨物運送業者にとって脅威となった。戦時中は、国策に抗うこともできず傍観していた
業者も、戦後、昭和２１年４月からはじまる機動運営計画には真っ向から反対した。民間業者が資材も燃料も欠乏し
て安定輸送ができないでいるのに、赤字に煩わされず、国から資材供給をえて行う機動運営は、民業を圧迫し、民
業のこれまでの地位を脅かすものとして激しい反対運動が起こった。
昭和２１年１月、まず長崎で県貨物自動車運送事業組合が機動運営反対陳情をなすと、新潟県、宮崎県でも反対運
動が本格化した。４月の機動運営開始時には全国貨物自動車運送事業組合連合会（全貨連）総会で、「省営トラッ
クニ対スル決議」が採択された。
昭和２２年２月には、払い下げ車両問題も含め「省営トラック反対大会」開催、GHQ へ陳情が行われた。同年３
月１０日には、全貨労連（全国貨物自動車運送事業労働組合連合会）・全貨連主催「省営トラック拡張反対大会」が
宮城前広場で開催され５千名が結集、デモ行進ののち、GHQ へ陳情書、政府に決議文・抗議文を手交した。
この大運動の直後、３月１９日に当局と全貨連のあいだで「省営トラック配分運営懇談会」が開催され、のちに双
方の代表者の名前をとって「志鎌・吉松協定（３・１９申し合わせ）」とよばれる、協定が結ばれた。その内容は次
の３点で、鉄道当局は「機動運営」からの撤退を約束させられた。さらに、１２月１５日には陸運監理局長通達が発せ
られ、区間貨物輸送についても制限が加えられ、文字通り「手枷足枷」をはめられる状況になった。
志鎌・吉松協定（３・１９申し合わせ）
１．機動運営は廃止するか、区間運営に転換する
２．省営自動車は区間運営に準拠して運営する
３．区間運営は、区間ごとに地元関係者と協議して実施案を作成する
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陸運監理局長通達 昭２２．１２．１５．
区間貨物の営業をなしうる区域
１．区間の主要道路から６キロを基準とした範囲
２．１号の範囲を超えたもので、区間に関連して必要と認められる補助運送の範囲
３．２号については、区間の状況に応じ民営自動車との範囲調整をはかりつつこれを行うこと
 三条地区における官民攻防
東日本において、最初に反対運動に火がついたのが新潟県三条地区だった。ここでは、戦時中に不要不急路線と
して休止された弥彦線の東三条・越後長沢間（現在は廃止）の鉄道代行という名目で、国営トラックが走り始めた。
戦後の昭和２１年３月、全国３５か所の機動自動車区のひとつが三条におかれ機動運営を開始したが、これに対し猛烈
な反対運動が巻き起こった。
なぜなら、三条地区には、当時１００台のトラックを保有する有力な民間事業者である中越貨物自動車が営業中で
三条地区１０台、燕町・加茂町各７台を常備し、闇運賃の横行もなく円滑に運営されていたのであるxii。ここに、国
営トラックが進出することは輸送力過剰、貨物の争奪を招き民業圧迫するものと反発したのだった。
この反対運動は、前記の通り全国レベルの大運動となって、国営自動車の機動運営をやめさせるに至った。しか
し、三条地区では昭和２２年１２月にあらためて三条自動車区を開業し、区間貨物営業を開始した。主要産品である米
輸送のほか、燕地区の洋食器、五泉のメリヤス、新潟地区の石炭など、当初旅客列車に連結した貨車で運んでいた
ものを代行して輸送した。一連の動きを整理すると下記の通りである。資料として、区間貨物営業開始の運輸省告
示と『新潟日報』記事を掲げるxiii。
○三条地区の国営トラックをめぐる動向
昭１９．１０． 弥彦線東三条－越後長沢休止 国営トラック代行輸送開始
昭２１．３．１６． 省営トラック三条自動車区（機動自動車区）開設 機動運営開始
昭２２．３．２９． 当局、三条地区の機動運営から撤退宣言
昭２２．１２．２０． 三条自動車区開業 三条線区間貨物営業開始
昭２５． 中越地区、バス路線化に向け折衝、民間業者の反対で不成功に終わる
昭２６．６．２１． 三条営業所 小口貨物の定路線化 東三条－出雲崎運行開始
昭４７．１．２０． 新潟自動車営業所三条派出所（貨物荷電代行）廃止
昭５７．１２． 新潟支所廃止
運輸省告示第３２６号 昭和２２年１２月２０日
昭和２２年１２月２０日から
新潟県三条市－新潟県南蒲原郡森町村
新潟県三条市－新潟県中蒲原郡白根町
新潟県三条市－新潟県三島郡出雲崎町
において、次の貨物取扱所を置き、自動車による区間貨物運輸営業を開始する。
東三条 信越本線東三条駅構内
越後大崎 弥彦線越後大崎駅構内
大浦 弥彦線大浦駅構内
越後長沢 弥彦線越後長沢駅構内
八木前 新潟県南蒲原郡森町村大字八木前
xii 社団法人日本トラック協会『日本トラック協会二十年史』昭４２
xiii 官報、『新潟日報』
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地蔵堂 越後線地蔵堂駅構内
大河津 越後線大河津駅構内
桐原 越後線桐原駅構内
小島谷 越後線小島谷駅構内
妙法寺 越後線妙法寺駅構内
出雲崎 越後線出雲崎駅構内
出雲崎町 新潟県三島郡出雲崎町
『新潟日報』 S２２．１１．２２．
三条中心に国営自動車
新鉄は本年度中に秋田、山形、長野、新潟国営自動車四百二十七キロ（車数百六十）の開設を計画、準備を進めている
新潟は三条線九十九キロで、三条市にはすでに自動車区があり随時機動運営を行つているが新たに設けられるものは東三
条―吉ヶ原―白根―出雲崎、八木前―大江間の二線で米二万トン、その他合計七万トンを輸送する車は四十一台
『新潟日報』 S２２．１２．２４．
三条中心に国営自動車
新鉄は新たに国営自動車東三条―吉ヶ平―白根―出雲崎、八木前―大江間九十九キロの路線を設定、近く営業を始める、
貨物取扱所つぎの通り
東三条駅構内、大崎同、大浦同、長沢同、森町村八木前、地蔵堂駅構内、大河津同、桐原同、小島谷同、妙法寺同、出雲
崎同、出雲崎町
第三章 国鉄自動車への継承とその課題
国営自動車は、路線の拡張ができなくなり、機動運営も廃止を余儀なくされて、「手枷足枷」をはめられた状態
で経営を続けたが、赤字体質から脱却するために、さまざまな策を講じた。その代表的なものが独立採算制の試行
で、まず広島県の横川自動車区で試験的に施行され、全国的に採用されることになった。独立採算制とは、自動車
区ごとに収支均衡をめざし、予算統制・経営統制をなし、原単位（作業あたりの経費など）を設定、管理して経費
の節減をめざすものである。また昭和２３年から２４年にかけては、燃料節約運動、タイヤ愛護運動、運転技術競技会
などがさかんに実施され、経費節減の一助としている。当時の状況について津田自動車局長は「国営自動車払い下
げの議も横行し、事業は存廃の関頭に立たされ、従業員はいわゞ背水の陣を強行させられたといつてもよい。こう
いつた危局が従事員の企業意欲に一層の拍車をかけた」と述べているxiv。
昭和２４年６月１日、連合軍の強い指導のもと、公共企業体として日本国有鉄道が発足した。国営自動車部門は、
機構改正により鉄道からの分離独立、権限委譲がなされ、あらたに設置された自動車局が管掌することになった。
人員は１万６千人から、１万２千人に縮減され、再スタートをきった。
新生、国鉄自動車の性格は、下記の通りとされた。
１．鉄道の先行、代行、短絡、培養 動脈と毛細管の関係
２．国鉄の防衛 とくに近距離貨物、旅客
３．鉄道と自動車の協同 鉄道小口貨物の集約輸送、市内小荷物輸送－荷電代行など
国鉄発足直後の６月２３日に津田自動車局長は C.T.S.（民間運輸局）と会談し、「来年度から運営拡張を許可」する
という言質をとる。１２月には運輸省が「国鉄自動車バス路線延長許可申請に対する取扱方」を指示、そこには公共
の福祉を増進し民業を圧迫しない限り許可方を考慮する、と明記された。完全にではないものの「手枷足枷」は緩
んだ。独立採算制の実施、経営合理化により昭和２５年度には営業係数１３５（戦前の水準）に回復し、一連の改革は
おおむね成功をおさめた。
xiv 津田弘孝 国鉄自動車の前進『運輸と経済』６－６（S２５．６．）所収
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津田は、同年１２月雑誌『国有鉄道』に「国鉄自動車再建の方向」という一文を寄せ、今後の方針を内外に明らか
にしたxv。
「国鉄自動車再建の方向」津田弘孝（日本国有鉄道自動車局長）
営業
イ 収益本位による貨物制度の改正
自動車線内貨物（⇔鉄道連絡貨物）については鉄道の制度を適用せず民間同様に
ロ 旅客運賃制度合理化
全国運賃対キロ制、区間運賃制問題多く根本的に検討したい
ハ 副業の実施
民間車の整備、貸切遊覧、構内営業、広告取扱
路線計画方針
イ 既設路線の検討
戦争中ならびに終戦後に産業開発という名目のもとに採算性を無視して開業されたものの相当数終戦後 GHQ の好意
によって多量の輸入車の払下げを受けた機会に全国的に「区間営業」を始めた所多い→廃止縮小等の措置も考えざるを
得ない
ロ 新規路線計画
ａ、貨車代行 鉄道の小口貨物のうち、近距離に着発するものを国鉄自動車によって運輸せんとするもので速達鉄道運
輸関係経費の節約、民間自動車対抗の観点から強力に推進すべき
ｂ、国有鉄道特定線区の自動車代行 鉄道の不経済線区―補助代行
国鉄バスは、GHQ のお墨付きを得て、昭和２５年度から再び路線を拡張しはじめ、再び日乗協と対立することに
なった。昭和２７年１０月には、日乗協に「国鉄自動車対策委員会」設置された。昭和２９年４月監督官庁の運輸省が調
停に乗り出し「国鉄バスと民営バスの調整について」という勧告を発表、これを受けて昭和２９年１１月２５日、国鉄バ
スが日乗協に加入した。これにより国鉄自動車対策委員会は解散し、路線調整委員会が設置されて、この場で論議
がなされることになった。昭和初期以来の対立関係がようやく解消したのである。
一方、貨物輸送の分野では、その後も対立が続いていた。昭和２５年には一部に申し合わせ違反や路線外営業、制
限区域外営業などがあったとして紛議になった。また昭和２９年からは、貨車代行輸送、協同輸送をめぐる紛争が起
きて、３０年代まで続いた。
まとめ
戦争遂行のための軍需輸送から一転して、終戦直後から復興・民生安定のための貨客の輸送業務に邁進した国営
自動車は、昭和２１年夏、大量の連合軍払い下げ車両の譲受により経営の拡大を図ろうとし、これに対する国民的な
期待も大きかった。しかし、民間のバス、トラック事業者が徐々に力を取り戻してくると、国営自動車の拡張主義
は民業を圧迫するものとしてこれに激しく抵抗した。昭和２２年から２３年にかけて、業者団体や労働組合の反対運動
が、おりからの民主化の流れをうけて台頭し、国営自動車事業は拡張を断念せざるを得ない状況に追い込まれ、一
定の制約の中での営業を余儀なくされる。昭和２４年６月、日本国有鉄道が発足し国営自動車は国鉄自動車に継承さ
れた。国鉄自動車では独立採算制を導入、官民協調路線を基本としながら新たな路線を歩み始める。
ここでは、新潟県にその具体的な展開を見た。佐渡島では省営バス運行を求める全島的な運動が巻き起こるが、
佐渡でバスを運行している新潟交通がサービス向上を公約し、それを実践するなかで運動は動揺し、国は新線建設
を見送るという最終判断にいたる。三条地区では、「機動輸送」と称する路線外輸送を開始するが、これらに対し
全国的な反対運動が起こり、国はすべての機動輸送からの撤退を決め、限定的な路線輸送のみを取り扱うことになっ
xv『国有鉄道』７－１２（S２４．１２．）所収
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たのである。
追記 本稿は平成１９年９月１５日に、日本大学経済学部で開催された経済史学会関東部会九月例会で口頭報告した内
容をもとに加筆修正したものである。この例会でコメントをいただいた老川慶喜先生はじめ諸先生方に改めて
感謝申し上げる次第である。
＜資料・佐渡島国営自動車誘致をめぐる『新潟日報』記事xvi>
▼S２１．７．２３
乗客は氾濫する 佐渡に省営バスの声
新潟市会がバス市営案を取りあげてゐるが、佐渡ではバス省営実現要望の声があがつてゐるが、戦後の佐渡は観光地として
再出発するほか生きる道がないとは十万島民の一致した意見だがそれにはまづ交通機関の整備が必要なのに毎日毎日氾濫す
る乗客を眺めたまま拱手傍観何らの対策も講じないバス会社の態度はお話にならん、是非省営バスの実現をと松川相川、松
瀬両津両町長、本間文化観光協会理事、後藤佐渡汽船取締役らはこの程村松新鉄局長に請願書を提出したがこれに対し新鉄
局では地元の熱意如何によつては省営の実現は不可能ではないといつてをり新潟交通会社の態度が注目される、右につき新
潟交通では次のやうな方針を明かにした
△ 佐渡のバスは春までは普通バス三十台、観光バス十台、確実に増車するが更に戦前の台数に盛り返すやう努力中である
△ 現在の車庫を改装、三、四百人収容できる待合所とし別に新車庫を設置する
▼S２１．９．６
省営バス考へず 新鉄自動車課長 現地視察談
佐渡省営バス問題は地元町村長、同観光協会、佐渡汽船等が団結、新潟交通会社の民営論と対抗紛糾をつゞけてゐるがこれ
に北、舟崎両代議士が介在遂に政治問題の口火をつけ運輸省でもその成行を注視してゐる
佐渡には現在鉄道はないが鉄道敷設（大正十一年四月十一日公布）第一条五十六項には「夷より河原田を経て相川に到る
鉄道」敷設予定線が定められてあり敷設の機会があれば実施するとになつてゐるが省営側は最後はこの手を持ち出す形勢
ともいはれこれに対し新潟交通会社はその線が出来れば手を引くがそれは幹線であり支線の経営までは省営は不可能で、
結局地元の不利とならうと喧伝してゐる
本省としては現在のバス会社が施設充実すれば当然民営を圧迫する余地なきものとの見解を持してゐる、これに関し新鉄局
自動車課長は去る二十八日実情調査に出張、四日帰郷次の如く語る
戦時中はトラックに重点をおいたのでバスは車両資材ともに少く地元民の要望に副へ得なかつたがこれは佐渡のみの現象
ではない、地元が望む省営は十分調査研究し、地元の輿論も聞き何の無理もなく納得のゆくものでなければならない、今の
処省営は全く考へられてゐない
▼S２１．９．２８
佐渡省営バス案反対 社会党支部が新鉄局に決議文
佐渡省営バス問題は政治問題として中央へ持込まれたが、二十六日佐渡社会党支部書記局長河原治一氏ほか四名が村松新鉄
局長を訪れ佐渡地区民主聯盟結成大会における次の省営反対の決議文を手交した
佐渡二十五ヶ町村長は何等郡民に語ることなく十三万人の総意の如く装つて省営バスの陳情をつづけてゐるが、これら官
尊民卑の潜行運動を葬らねばならぬ。会社は年内三十一台の新車を入手し組合を中心とする民主的経営と努力により郡内
交通の万全を期してゐる際、何をもつて省営を必要とするか諒解に苦しむ
xvi『新潟日報』マイクロフィルム（新潟県立図書館蔵）による。なお、一部を省略したものがある。旧漢字は新字に置き換
えたが、かな遣いはそのままとした。●は判読不能文字である。
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▼S２１．１０．２１
実現は見込なし 舟崎氏弁 佐渡省営バス問題
佐渡の省営バス問題は最近郡民間に反対が強く運動は一頓挫を来したので同郡町村長会では二十二日海原田町役場に会議を
開きこのまゝ反対を押切り運動を継続するかまたは運動を打切るかにつき最後的決定を行ふとになつたが右問題につき帰省
中の進歩党舟崎由之代議士は十九日相川町に党の幹部と会見、次の通り見解を表明、郡民の静観を要望した
政府は現在経営する国営路線ですら民営に移す方針を採つてをり佐渡の省営バス実現は現在の情勢では全然見込みはなく、
見込のない運動をすることは郡、県民に対し迷惑をかけると考へ自分はこの運動に最初から関係しなかつた、しかし佐渡の
交通問題の解決は重大であるから今後会社側と折衝し、運転車両の増発、サービスの改善などを早急に実現するやう努力す
る考へである
▼S２１．１１．１
電化と自動車網の整備 佐渡の省営バスは政治的に解決 鉄道の課題 来越の平塚運輸相語る
平塚運輸相は信電工事をはじめ県内各地の交通事情視察のため西村電気局長、小宅保線課長、芥川文書課長などと共に三十
一日午前七時四十六分十日町着来越、信電に向つたが車中当面の交通問題につき次の如く語つた
今後の交通の課題は鉄道電化と自動車網の整備で近距離はバス、トラックで鉄道幹線につなぐべきだと思ふ、議会の請願
は数千件に達してゐるがその六割までは鉄道敷設の希望でそんなに敷設出来るものではない
佐渡バス省営について地元の省営熱は高いやうだが会社側の反対もありまづ政治的にこれを解決することが先決だらう
▼S２１．１１．１０
揉める省営バス 河原田で交通改善協議会
新潟、佐渡の航路と佐渡バスの省営問題は平塚運輸相の言明で実現不可能と見られるが、両津町長を中心に地元一部有志間
に運動の熱意如何によつては十分可能性ありと十二万島民に呼びかけ輿論の結果につとめ町村長、町村常会長の調印を取纏
めたが、一方両会社従業員組合、郡民主聯盟では各町村長、部落会長を戸別訪問、説得諒解に努め、バス会社は省営反対の
宣言四万五千部印刷、国民学校児童を通じて全郡民に配布するなど問題は愈々深刻化して来てゐるので●佐渡支庁長は島の
明朗さを取戻すため郡内各種団体代表者八十五名を集め八日午前十時から河原田国民学校で佐渡交通改善協議会を開催した
結果
△ 越佐間の現行運賃は高すぎる、省営になると三分の一になり佐渡島民は年額約一千万円の経済となる、また観光地佐渡
再建の大乗的見地から小異を捨てゝぜひ省営賛成運動を継続されたい
△ 省営になつた場合支線は一体どうなる、民営から省営に移る空白期間島民の交通はどうなる省営準備期間はどのくらゐ
か、この見透しがはつきりしないうちは省営にはうつかり賛成が出来ない
△ 汽船会社は一千トン級の新造船買入れの計画をたて越佐連絡の改善に努力してをりまた新潟交通会社も明春四月までに
新車三十台を入れて略戦前の状態に復旧すると約束してゐるので暫らく静観してはどうか
この三つの意見に分裂、討論の結果結論を得るに至らず散会した
▼S２１．１２．８
省営もよしあし 村上前運輸相の来港談
日本鉄道会長前運輸相村上義一氏は山形県に開かれた会総会の帰途七日来港、新潟交通倶楽部の懇談会に出席次の如く語つ
た
佐渡省営問題が喧しいことは聞いている、町村長会辺の意見が真に輿論を代表しているかどうかが問題らしいが省営運動
は全国的な傾向で二百ヶ所も火の手をあげている事からみて会社側も運営について十分反省しなければならない。しかし
現在省営は八千万円からの赤字で省営が果して正しい経営をやつているかどうか疑問だ、バス会社に限らず特に交通会社
は経営形態を根本的に変える必要があろう
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▼S２１．１２．１１
佐渡バス省営決る 近く鉄道会議で買収案決定
佐渡郡下におけるバス省営問題は地元には賛否両論があり省営には反対ではないが延期してほしいとの地元の陳情団が六日
上京したほどである、しかし将来の佐渡ヶ島は観光地として発展するよりほかに途はなく、これには先ず交通機関を健全な
ものにしなければならないとする北吉代議士ほかの賛成派と平塚運輸相との間に進められていた、折衝がこのほど漸く決
定するに至り新潟交通の運輸施設を全面的に買収し省営として発足することに決し去る九日中野新潟交通社長を招じ懇談を
行つた、その結果近く鉄道会議に諮問して買収案を決定、来る通常議会に予算を提出する段取りとなつている、右に関し北
代議士は語る
色々と反対もあるようであるが鉄道のない佐渡としてはバスを省営にしないことには交通の全きを期されないのではない
か、相川の鉱山の振わない今日史跡名勝に富む佐渡は世界の観光地として起上がるよりほかに途はない、これには交通が
完全でなければならない、平塚君が漸く省営の肚を決め中野社長を呼んで話し合つたと聞いている、私は佐渡将来のため
島民が一致して実現に努力してほしいことを希望する
▼S２１．１２．１５
“佐渡バス省営は本決りでは無い” 中野新潟交通社長帰港して語る
佐渡の省営バス問題は会社当局の反対を始め佐渡郡下にも賛否両論があり、中野新潟交通社長はこの問題について過般上
京、運輸省と懇談したが帰港後「佐渡バスの省営はまだ決つたわけではない」と左の如く語つた
運輸大臣は「省営を全島民の輿論」と考えているようだがわれわれは輿論でないと考えている、もしそれが全島民の輿論
だとすれば擬装された輿論だと思う、北代議士は佐渡のバスを省営にするのが主たる目的ではなく来年度は汽船を省営に
し、明後年度には全道路をアスファルト化し佐渡を一大観光地にするのが目的でその為に先ずバスの省営を実現せんとし
ているのだ、われわれも予定計画を遂行して二十二年度中には戦前の状態に返す覚悟を持つているし、島民も戦前に復し
得ればどちらでもよいのだ、また舟崎代議士は「民間でも省営以上にやるといつているのだからやれなかつた時に省営論
を出してもよいではないか」と尚早論と即行論にはさまれて大臣も心配している状態だ、しかし近く全島の町村長会をひ
らいてその意向を取りまとめるはずである、省営賛否の動向如何によつて会社の態度を決しようと考えている
▼S２２．２．６
輿論に問う 佐渡省営バス
佐渡バスの省営問題は昨年末佐渡郡町村長会議で討議されたが省営民営いずれともきまらず、その後も多分に政治性を持ち
つゝ賛否相半ばしているが、新鉄局では近く指導者会議を開き公正な民論をきき本省に通達する、当日は県出身貴衆両院議
員、県会議員、学校長、会社、労組、新鉄局連代表ら五十名が参集する
▼S２２．６．１８
鉄道運賃 七月から三倍値上
伊能鉄道総局長談 佐渡バスは省営に
伊能鉄道総局長官は十五日金沢市で開かれた全日本観光連盟総会に出席の帰途十六日午後十時三十分新潟駅着列車で来港、
十七日新鉄局を訪れ、全従業員に職員の心構えについて訓示を行ったのち当面の諸問題につき次のように語った
佐渡の国立公園は佐渡の特殊的風致、国柄からいつて当然実現すべきだと思う、又佐渡バスの省営は出来るだけ早く行う
べきだし運輸省の方針も省営に決定している
▼S２２．１０．７
民営か・省営か 世論に問う“決”佐渡バス
省営か民営か、もみぬいた佐渡バス問題の最後の決を世論に問うため新鉄局では来る十九日午後一時から局長主催で佐渡河
原田小学校に公聴会を開く、神崎支庁長司会出席者田中政務次官、川村国営自動車部長はじめ県、佐渡町村長、陸運部長、
全乗連、新潟交通など約七十名、討論者は新聞広告で賛否両論を募集、県では各々七名程度を選考の予定で司会者のあいさ
－６２－
ｖａｔｅ／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／論文３　中川　４９－６４  2008.03.28 1
つののち新潟交通から民営バスの現状と将来、局から省営バスの計画を説明ののち傍聴者の質問に移り議事録を作成、議決
は本省において行われる
なお討論希望者は住所、氏名、年齢、職業、意見の要旨を記入県地方課長あて送附することになつている
▼S２２．１０．２１
“堂々たる賛成派” 省営バス問題公聴会の声
十九日佐渡河原田小学校で開かれた佐渡バス問題公聴会は賛成派の圧倒的優勢のうちに幕を閉じたが討論者と弁論会場の空
気に対し各方面の反響をきいてみた
◇教員（三五）賛成側は佐渡郡民だけの福利に重点を置き極めて狭い角度から問題を取上げた、また傍聴人の態度はまつた
くなつていない
◇商人（六〇）一番よかつたのは市橋長助さんだつた、細かい数字をあげて国営、民営の優劣を比較検討し中野新潟交通社
長に肉薄したあたりは実に堂々たるものだつた、これで省営の大勢は決定し、省営論者が勝つたのだ
◇青年（二八）聴衆の態度は十分批判されるべきだが、要は訓練が足りないという一語につきる
◇職業婦人（二七）賛成、反対両方共もつともなことをいつているので省営、民営どちらがよいか私達には判断がつかない、
ただ民営より国営になつた方がよいように感じたので賛成側に拍手を送つた
▼S２３．２．１４
俺らの佐渡バス 島民の経営で新会社設立計画
佐渡のバス省営実現の見透し困難となつたため省営賛成派が中心となり、O･T･S および運輸省と交渉の結果、新たに島民自
身の経営するバス会社をつくることに決定、十二日河原田町で創立総会を開いたが、実現の暁には省営反対を固執した新潟
交通会社に打撃を与えるものとして注目されるに至つた
佐渡唯一の交通機関たるバスは島民自身の手で確保したいという島民の要望にもとづき舟崎由之、北吉氏らの在京有志が
省営に代る島民経営のバス会社新設を O･T･S および運輸省関係に陳情したところ「島民一致の要望であるなら」という前
提の下に進駐軍払下トラック十五台およびトヨタの観光バス新車三台を優先的に配車するとの回答を得たので資本金三百万
円、ほかに復金融資五百万円の予定でバス会社経営を計画、十二日創立総会となつたもの
なお佐渡汽船会社も十日の重役会でこの会社に協力、鉄道、汽船、バスの三線連帯の実現に努力する方針を決定、代表を創
立総会に派遣した
▼S２３．３．２５
今年は実現せぬ 佐渡の省営バス問題
佐渡の省営バス問題に関し二十三日運輸省から新鉄局に「今後は道路運送法により同委員会の意見によつて方針がきまる、
現在の状態では島民の希望を満足させ得る施設を急速に整備することは望み得ず、今直ちに予算を計上することは見合せ
る」むねの通知があり長い間賛否両論に分れ公聴会まで開いた同問題は今年中は一さいおあずけの形となつた
なお同通知書には「新潟交通会社には公共公益事業の本旨を認識させ業務改善の実をあげ得るよう適当な機構を設けさせ必
要の場合は道路運送委員会にはかつて業務改善命令その他適切な措置をとる」といつている
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